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回次
第８期

第２四半期累計期間
第７期

会計期間
自2022年７月１日
至2022年12月31日

自2021年７月１日
至2022年６月30日

売上高 （千円） 1,853,712 2,065,428

経常利益 （千円） 389,594 87,924

四半期（当期）純利益 （千円） 227,472 128,951

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 45,925 40,000

発行済株式総数 （株） 123,400 120,900

純資産額 （千円） 760,459 521,136

総資産額 （千円） 2,777,872 2,497,565

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 93.30 53.54

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － －

１株当たり配当額 （円） － －

自己資本比率 （％） 27.4 20.9

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 416,194 281,598

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 46,623 △95,200

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △127,613 △356,308

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,339,503 1,004,299

回次
第８期

第２四半期会計期間

会計期間
自2022年10月１日
至2022年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 40.54

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社が有している子会社が利益基準及び利益剰余金基準からみ

て重要性が乏しい非連結子会社のみであるため記載しておりません。

３．当社は、2023年２月６日開催の取締役会決議により、2023年３月４日付で普通株式１株につき20株の割合で株

式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）

純利益を算定しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場

であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

５．１株当たり配当額については、当社は配当を行っていないため、記載しておりません。

６．当社は、第７期第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第７期第２四半期累計

期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。
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７．第８期第２四半期会計期間及び第８期第２四半期累計期間の四半期財務諸表並びに第７期事業年度の財務諸表

については、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引

法第193条の２第１項の規定に準じて、PwC京都監査法人による四半期レビュー及び監査を受けております。

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、関係会社にお

ける異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、前第

２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行ってお

りません。

（１）財政状態の状況

（資産）

　当第２四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末と比較して280百万円増加し、2,777百万円となりま

した。これは主に、現金及び預金335百万円の増加、売掛金及び契約資産82百万円の増加及び、商標権45百万

円、のれん36百万円の償却による減少によるものであります。

（負債）

　当第２四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末と比較して40百万円増加し、2,017百万円となり

ました。これは主に、未払法人税等160百万円の増加及び、長期借入金（1年内返済予定を含む）83百万円の返

済、短期借入金50百万円の返済による減少によるものであります。

（純資産）

　当第２四半期会計期間末における純資産は、前事業年度末と比較して239百万円増加し、760百万円となりまし

た。これは、新株予約権行使による資本金5百万円及び資本準備金5百万円の増加、四半期純利益227百万円の計

上によるものであります。

（２）経営成績の状況

　当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、引き続き新型コロナウイルス感染症の影響が残るものの、経済

活動の制限も徐々に緩和され、人流や経済も回復基調にあります。このような環境の中、当社では、2022年９月

に「TOKYO GIRLS COLLECTION」を有観客で開催し、協賛企業数の増加や来場チケットの完売等により収益性の向

上に貢献いたしました。また、2022年10月に山梨県の魅力を全国に発信する「TGC FES YAMANASHI 2022」や東京

都江戸川区のSDGs推進活動を区内外に発信するための「SDGs FES in EDOGAWA」、2022年11月に3年ぶりの実施と

なる「TGC 北九州 2022」をそれぞれ有観客で開催し、地方創生プロジェクトも活性化しております。その他、

IPブランディングのサービス提供やTGCを活用したブランドロイヤリティの受領等により、売上・利益ともに堅

調に推移しました。

　以上の結果、当第２四半期累計期間の経営成績は、売上高1,853百万円、営業利益393百万円、経常利益389百

万円、四半期純利益227百万円となりました。

　なお、当社は、ブランディングプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載は

しておりません。

（３）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ335百

万円増加し、当第２四半期会計期間末には1,339百万円となりました。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は416百万円（前事業年度は281百万円の獲得）となりました。これは主に、税引

前四半期純利益の計上388百万円、非資金取引である減価償却費の計上10百万円、商標権償却額の計上45百万

円、のれん償却額の計上36百万円及び、売上債権の増加額82百万円によるものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は46百万円（前事業年度は95百万円の支出）となりました。これは主に、無形固

定資産の取得による支出10百万円、補助金の受取額60百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は127百万円（前事業年度は356百万円の支出）となりました。これは主に、長期

借入金の返済による支出83百万円、短期借入金の純減少額50百万円及び、新株予約権の行使による収入11百万円

によるものであります。

（４）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありま

せん。

（５）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

（６）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあ

りません。

（７）研究開発活動

　該当事項はありません。

（８）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社の運転資金及び設備投資資金は、主として営業活動により得た資金に加え、必要に応じて金融機関から借

入実施により調達した資金で賄うことを基本方針としております。

　今後の設備投資資金に係る支出は長期借入金等で賄うこととし、短期運転資金等による資金ニーズがある場合

は、臨機応変に金融機関との間で締結している当座貸越契約による調達で対応して参ります。なお、新型コロナ

ウイルス感染症による影響を踏まえ、充分な手許流動性を確保しつつ、中期的には借入金返済を進め、自己資本

比率を向上させることを経営目標の一つとして、財務体質の強化を図って参ります。

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 9,800,000

計 9,800,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

（注）１．2023年３月３日開催の臨時株主総会決議により、同日付で譲渡制限廃止に伴う定款の変更を行い、発行可能株

式総数は1,506,400株減少し、493,600株となっております。

２．2023年２月６日開催の取締役会決議により、2023年３月４日付で株式分割に伴う定款の変更を行い、発行可能

株式総数は9,306,400株増加し、9,800,000株となっております。

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年３月８日）

（注）１．４

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 123,400 2,468,000 非上場

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 123,400 2,468,000 － －

②【発行済株式】

（注）１．2023年２月６日開催の取締役会決議により、2023年３月４日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を

行っております。これにより発行済株式総数は2,344,600株増加し、2,468,000株となっております。

２．2023年３月３日開催の臨時株主総会決議により、同日付で定款の変更を行い、１単元を100株とする単元株制

度を採用しております。

３．2023年３月３日開催の臨時株主総会決議により、同日付で譲渡制限廃止に伴う定款の変更を行い、当社の発行

する株式の譲渡制限を廃止しております。

４．提出日現在発行数には、2023年３月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年10月１日～

2022年12月31日

（注）１

2,500 123,400 5,925 45,925 5,925 45,925

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．2023年２月６日開催の取締役会決議により、2023年３月４日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を

行っております。これにより発行済株式総数は2,344,600株増加し、2,468,000株となっております。
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2022年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

村上　範義 東京都港区 32,400 26.26

株式会社ディー・エル・イー 東京都千代田区麹町三丁目３番４号 21,500 17.42

帝都インベストメンツ投資事業有

限責任組合
東京都中央区築地二丁目８番１-203号 12,600 10.21

株式会社マイナビ 東京都千代田区一ツ橋一丁目１番１号 9,200 7.46

株式会社ベクトル 東京都港区赤坂四丁目15番１号 7,500 6.08

株式会社電通グループ 東京都港区東新橋一丁目８番１号 7,500 6.08

株式会社トランザクション 東京都渋谷区渋谷三丁目28番13号 7,500 6.08

カルチュア・エンタテインメント

株式会社

東京都品川区上大崎３丁目１番１号

目黒セントラルスクエア６F
7,500 6.08

片山　晃 東京都千代田区 6,900 5.59

株式会社ジェイ・ストーム 東京都港区赤坂９丁目６番35号 4,080 3.31

計 － 116,680 94.55

（５）【大株主の状況】

（注）当社は、2023年２月６日開催の取締役会決議により、2023年３月４日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分

割を行っておりますが、上記所有株式数については、当該株式分割前の所有株式数を記載しております。

2022年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　123,400 123,400 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 123,400 － －

総株主の議決権 － 123,400 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）2023年３月３日開催の臨時株主総会決議により、１単元を100株とする単元株制度を採用するとともに、2023年２

月６日開催の取締役会決議により、2023年３月４日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を行っておりま

す。これに伴い、提出日現在において、完全議決権株式（その他）の株式数は普通株式2,468,000株、議決権の数

は24,680個、発行済株式総数の株式数は2,468,000株、総株主の議決権の議決権の数は24,680個となっておりま

す。

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条

の２第１項の規定に準じて、第２四半期会計期間（2022年10月１日から2022年12月31日まで）及び第２四半期累計期

間（2022年７月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、PwC京都監査法人による四半期レビ

ューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　0.2％

売上高基準　　　0.3％

利益基準　　　　0.7％

利益剰余金基準　4.7％

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

　当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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（単位：千円）

前事業年度
（2022年６月30日）

当第２四半期会計期間
（2022年12月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,004,299 1,339,503

売掛金及び契約資産 229,863 312,845

前渡金 145,179 145,907

その他 82,197 24,049

貸倒引当金 △2,961 △2,961

流動資産合計 1,458,578 1,819,345

固定資産

有形固定資産 32,120 29,302

無形固定資産

のれん 303,123 266,748

商標権 543,793 498,354

その他 32,361 38,506

無形固定資産合計 879,279 803,609

投資その他の資産 127,586 125,615

固定資産合計 1,038,987 958,527

資産合計 2,497,565 2,777,872

負債の部

流動負債

買掛金 167,784 168,699

短期借入金 ※　　100,000 ※　　 50,000

1年内返済予定の長期借入金 164,445 151,233

リース債務 12,029 12,029

未払法人税等 530 161,092

前受金 276,674 271,038

賞与引当金 22,018 23,123

その他 82,082 105,584

流動負債合計 825,563 942,800

固定負債

長期借入金 1,133,824 1,063,587

リース債務 17,041 11,026

固定負債合計 1,150,865 1,074,613

負債合計 1,976,429 2,017,413

純資産の部

株主資本

資本金 40,000 45,925

資本剰余金 352,185 358,110

利益剰余金 128,951 356,423

株主資本合計 521,136 760,459

純資産合計 521,136 760,459

負債純資産合計 2,497,565 2,777,872

１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】
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（単位：千円）

当第２四半期累計期間
（自　2022年７月１日

至　2022年12月31日）

売上高 1,853,712

売上原価 1,016,403

売上総利益 837,308

販売費及び一般管理費

給料手当及び賞与 114,460

賞与引当金繰入額 23,123

その他 306,301

販売費及び一般管理費合計 443,884

営業利益 393,423

営業外収益

受取利息 5

受取手数料 45

その他 0

営業外収益合計 51

営業外費用

支払利息 3,780

その他 99

営業外費用合計 3,880

経常利益 389,594

特別損失

投資有価証券評価損 1,028

特別損失合計 1,028

税引前四半期純利益 388,565

法人税等 161,093

四半期純利益 227,472

（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】
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（単位：千円）

当第２四半期累計期間
（自　2022年７月１日

至　2022年12月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 388,565

減価償却費 10,454

商標権償却額 45,439

長期前払費用償却額 538

のれん償却額 36,374

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,104

受取利息 △5

支払利息 3,780

投資有価証券評価損益（△は益） 1,028

売上債権の増減額（△は増加） △82,981

前渡金の増減額（△は増加） △728

仕入債務の増減額（△は減少） 914

前受金の増減額（△は減少） △5,635

その他 21,015

小計 419,865

利息の受取額 5

利息の支払額 △3,148

法人税等の還付及び還付加算金の受取額 1

法人税等の支払額 △530

営業活動によるキャッシュ・フロー 416,194

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,426

無形固定資産の取得による支出 △10,950

補助金の受取額 60,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 46,623

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △50,000

長期借入金の返済による支出 △83,449

新株予約権の行使による株式の発行による収入 11,850

リース債務の返済による支出 △6,014

財務活動によるキャッシュ・フロー △127,613

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 335,204

現金及び現金同等物の期首残高 1,004,299

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※　1,339,503

（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う会計上の見積りについて）

　新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）の（追加情報）（新型コロナウイルス感染症の感染拡大に

伴う会計上の見積りについて）に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定について重要な変更

はありません。

前事業年度
（2022年６月30日）

当第２四半期会計期間
（2022年12月31日）

当座貸越極度額の総額 300,000千円 300,000千円

借入実行残高 100,000 50,000

差引額 200,000 250,000

（四半期貸借対照表関係）

※　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。この契約に

基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

当第２四半期累計期間
（自　2022年７月１日

至　2022年12月31日）

現金及び預金勘定 1,339,503千円

現金及び現金同等物 1,339,503

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

（株主資本等関係）

当第２四半期累計期間（自　2022年７月１日　至　2022年12月31日）

１．株主資本の金額の著しい変動

　当第２四半期累計期間において、新株予約権の行使に伴い、資本金が5,925千円、資本準備金が5,925千円増

加しております。この結果、当第２四半期会計期間末において資本金が45,925千円、資本準備金が45,925千円

となっております。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間（自　2022年７月１日　至　2022年12月31日）

当社は、ブランディングプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載はして

おりません。
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（単位：千円）

当第２四半期累計期間
（自　2022年７月１日

至　2022年12月31日）

TGCプロデュース領域 1,282,157

コンテンツプロデュース・ブランディング領域 523,404

デジタル広告領域 48,150

顧客との契約から生じる収益 1,853,712

その他の収益 －

外部顧客への売上高 1,853,712

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社は、ブランディングプラットフォーム事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を分解

した情報は以下のとおりであります。

当第２四半期累計期間
（自　2022年７月１日

至　2022年12月31日）

１株当たり四半期純利益 93円30銭

（算定上の基礎）

四半期純利益（千円） 227,472

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 227,472

普通株式の期中平均株式数（株） 2,438,109

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

－

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場

であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

２．当社は、2023年２月６日開催の臨時取締役会の決議に基づき、2023年３月４日付で普通株式１株につ

き20株の割合で株式分割を行っております。当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して

１株当たり四半期純利益を算定しております。
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変更前（注） 変更後

第６条　当会社の発行可能株式総数は、

493,600株とする。

第６条　当会社の発行可能株式総数は、

9,800,000株とする。

（重要な後発事象）

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

当社は、2023年２月６日開催の臨時取締役会決議に基づき、2023年３月４日付をもって株式分割及び株式分

割に伴う定款の一部変更を行っております。また、2023年３月３日開催の臨時株主総会決議により同日付で定

款の一部を変更し、単元株制度を採用しております。

１．株式分割について

（１）株式分割の目的

株式分割を行い、投資単位当たりの金額を引き下げることにより、株式の流動性の向上及び投資家層の

拡大を図る目的で実施するものであります。

（２）株式分割の概要

①株式分割の方法

2023年３月３日を基準日とし、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する当社普通株

式を、１株につき20株の割合をもって分割いたします。

②株式分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数　　　　　　123,400株

今回の分割により増加する株式数　　　2,344,600株

株式分割後の発行済株式総数　　　　　2,468,000株

株式分割後の発行可能株式総数　　　　9,800,000株

③株式分割の日程

基準日公告日　　2023年２月16日

基準日　　　　　2023年３月３日

効力発生日　　　2023年３月４日

④１株当たり情報に及ぼす影響

「１株当たり情報」は、当該株式分割が当事業年度の期首に行われたと仮定して算出しており、これ

による影響については、当該箇所に反映されております。

２．株式分割に伴う定款の一部変更について

（１）定款変更の理由

今回の株式分割に伴い、2023年２月６日開催の臨時取締役会において、会社法第184条第２項に基づ

き、2023年３月４日付をもって当社定款第６条の発行可能株式総数を変更いたします。

（２）定款変更の内容

変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更箇所を示します。）

（注）2023年３月３日開催の臨時株主総会における定款一部変更議案が承認可決された後の定款

（３）定款変更の日程

効力発生日　　　2023年３月４日

３．単元株制度の採用

単元株制度を採用し、普通株式の単元株式数を100株といたしました。

４．その他

（１）資本金の額の変更

今回の株式分割に際して、資本金の額に変更はありません。
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取締役会決議日 調整前行使価額 調整後行使価額

第１回新株予約権 2016年12月19日 4,740円 237円

第２回新株予約権 2017年４月10日 4,740円 237円

第３回新株予約権 2017年４月13日 4,740円 237円

第４回新株予約権 2017年４月20日 4,740円 237円

第５回新株予約権 2017年９月20日 18,000円 900円

第５回（役員）新株予約権 2017年９月20日 18,000円 900円

第６回新株予約権 2017年９月20日 18,000円 900円

第６回－２新株予約権 2018年１月30日 18,000円 900円

第７回新株予約権 2018年６月15日 37,000円 1,850円

第７回－２新株予約権 2018年６月15日 37,000円 1,850円

第８回新株予約権 2018年６月15日 37,000円 1,850円

第９回新株予約権 2021年４月30日 37,000円 1,850円

第９回－２新株予約権 2021年４月30日 37,000円 1,850円

第10回新株予約権 2021年４月30日 37,000円 1,850円

（２）新株予約権行使価格の調整

今回の株式分割に伴い、当社発行の新株予約権の１株当たり行使価額を2023年３月４日以降、以下のと

おり調整いたします。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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